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砂防事業の更なる重点化、効率化を図るために、土砂災害が発生する危険度

の高い箇所からハード対策を推進していくことが有効であると考えられる。そ

のためには、膨大かつ広域に広がる土砂災害の危険箇所の危険度を評価できる

手法の構築が必要となる。 

近年、レーザープロファイラや簡易貫入試験の改良など、場の条件の測定技

術に進歩が見られる。その結果、新たな測定技術を用いて場の条件を従来以上

に精度良く計測し，表層崩壊発生危険度評価モデルを用いることで、表層崩壊

発生場所を比較的精度良く予測できるようになった。 

そこで、本資料は、新たに表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価手法を

マニュアルとしてとりまとめ、その内容を解説するものである。 

* 現 ㈱東京建設コンサルタント 
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はじめに 

砂防事業の更なる重点化、効率化を図るために、土砂災害が発生する危険度の高い箇

所からハード対策を推進していくことが有効であると考えられる。そのためには、膨大

かつ広域に広がる土砂災害の危険箇所の危険度を評価できる手法の構築が必要となる。 

1980 年代から表層崩壊の予測手法として、浸透流解析等の雨水流出に関するモデルと

斜面安定解析を組み合わせた表層崩壊発生危険度を評価するモデルが提案され、複雑な

自然現象に近づけようと評価モデルの改良が加えられてきている。さらに、近年、レー

ザープロファイラや簡易貫入試験の改良など、場の条件（評価モデルの入力条件）の測

定技術に進歩が見られる。その結果、新たな測定技術を用いて場の条件を従来以上に精

度良く計測し、表層崩壊発生危険度評価モデルを用いることで、表層崩壊発生場所を比

較的精度良く予測できるようになった（参考資料 4）。 

表層崩壊により発生した土砂の一部は流動化し土石流となると考えられる。しかし、

崩壊土砂が土石流化するか否かを精度良く予測することが困難であるため、ここでは、

崩壊土砂が土石流化する可能性は等しいと仮定し、表層崩壊の発生のおそれの高い斜面

が多い渓流ほど表層崩壊に起因する土石流の発生の危険性が高いと考えることにより、

表層崩壊に起因する土石流の発生危険度を評価する手法を検討した。 

同手法を用いることにより、 

① 事業優先度の決定に資する渓流および斜面の相対的な危険度評価 

② 警戒避難支援に資する渓流斜面監視箇所決定のための渓流および斜面の相対的な

危険度評価 

③ 斜面対策を含む対策工法決定に資する渓流および斜面の相対的な危険度評価 

等が可能となった。 

そこで、本資料では、上記の①から③など実際に土砂災害対策に活用できるように、

表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価手法をマニュアルとしてまとめ、解説する。

また、本マニュアルに示す表層崩壊発生危険度評価手法は、急傾斜地で発生するがけ崩

れの危険度評価などにも適用可能である。 
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1.概説 

本マニュアルは、表層崩壊に起因する土石流の危険度を評価するために用いるものと

する。対象現象は、表層崩壊に起因する土石流とし、深層崩壊に起因する土石流および

天然ダムの決壊に起因する土石流は対象としない。 

 

【解説】 

表層崩壊とは、表土層のみが崩壊する現象であり、表土層を載せた風化した岩盤か

ら崩壊する深層崩壊とは区別される。 

なお、深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出にあたっては、「深層崩壊の発生の恐

れのある渓流抽出マニュアル(案)」（土木研究所資料 No.4115）が参考になる。 

 

 

 

 

図-1 表層崩壊と深層崩壊の模式図 

表層崩壊 

深層崩壊
表土層

岩盤 

表土層

岩盤 
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2.調査及び評価手法の概要 

本マニュアルでは地表面地形、土層厚、土質強度、飽和透水係数など表層崩壊の発生

を規定する場の条件について実測した上で、簡易な評価モデルを用いて、表層崩壊に起

因する土石流の発生危険度を評価する。 

 

【解説】 

本マニュアルで用いる危険度評価手法は、以下では「H-SLIDER 法(Hillslope scale 

shallow landslide-induced debris flow risk evaluation method)」と呼ぶ。 

H-SLIDER 法では、地表面地形、土層厚、土質強度、飽和透水係数を実測し、斜面安

定解析及び定常状態を仮定した水文モデルを組み合わせた簡易な評価モデルを用いて

斜面スケールの表層崩壊の発生危険度を評価する。その上で、渓流単位で斜面スケー

ルの表層崩壊の発生危険度を積み上げ，表層崩壊に起因する土石流の発生危険度を評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図-2 H-SLIDER 法の概念図 

 

勾配・集水面積の算出（3.3, 3.4参照） 土層厚・土層の物理特性の設定(3.2, 3.5参照).

簡易な評価モデルによるrcの算出（４．参照） 

斜面スケールの表層崩壊の発生危険度評価（5．6．参照） 

詳細な地形測量、土層厚測定、土層の物理特性の計測（3.1，3,2参照） 

表層崩壊に起因する土石流の発生危険度の高い渓流の抽出（7．参照）
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3.データの準備 

3.1 必要なデータ 
 H-SLIDER 法では、以下のデータを使用する 

① 数値地形情報 （DEM） 

② 土層厚の分布 

③ 土層の粘着力、内部摩擦角 

④ 土層の飽和透水係数 

⑤ 飽和時および不飽和時の土層の単位体積重量 

 

 

【解説】 

DEM については、少なくとも空間分解能が 10m 以下のレーザープロファイラ等を用

いることを基本とする。 

土層厚は貫入試験により測定することとして、詳細は 3.2 に示すとおりとする。 

土層の粘着力、内部摩擦角、飽和透水係数、飽和時および不飽和時の土層の単位

体積重量は、現場でサンプリングした測定結果の平均値など、代表性のある値を用

いることとする。なお、詳細は 3.4 に示すとおりとする。 

土層の飽和透水係数は、水文観測結果などを用いてパラメータの設定を行うこと

が望ましい。ただし、水文観測結果などが得られない場合は、土壌サンプル(例えば、

100cm3)の透水試験により、パラメータを設定するものとするが、斜面土層の等価透

水係数に比べて小さくなる場合が多いため、4.で算出する表層崩壊発生危険定常降

雨強度（rc）が過小に評価される恐れがあることに留意する。 

 

 

 



 

 5

 

3.2 土層厚の分布の測定 
 土層厚は簡易貫入試験などにより、面的に測定する。 

 

【解説】 

ここで言う土層厚とは、「表層崩壊の恐れのある土層厚」のことである。土層厚は、

対象地域内に過去の崩壊地がある場合、崩壊地内と崩壊地外の貫入試験結果を比較

することにより、過去の崩壊が生じたと考えられる貫入抵抗値を推定し決定する。 

簡易貫入試験を用いた土層厚の測定に関しては、国土技術政策総合研究所資料 NO. 

261 が参考になる。なお、測定間隔は、想定される崩壊の幅以下とする。「想定され

る崩壊の幅」は、対象地域およびその周辺の既往の崩壊幅を参照する。 

なお、土層厚の測定は、評価対象範囲内に崩壊地がある場合、崩壊地も含めて測

定する。また、比較的緩勾配（概ね勾配 15°以下）の斜面は土石流の発生源となる

可能性が低いため調査の対象から除外しても良い。 
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 図-3 土層厚測定点の事例（黒丸が土層厚の測定点） 
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3.3 メッシュ分割・標高の算出 
評価対象範囲のメッシュ分割を行い、メッシュごとに地表面の標高、土層厚、基岩面

の標高を算定する。 

 

【解説】 

メッシュサイズは 10m 程度とし、斜面規模や土層厚測定状況に配慮し、分割するこ

ととする。また、基岩面の標高は、地表面の標高から、土層厚を引いた値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            3.2 メッシュ分割・ 

標高の算出 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 勾配・集水面積の

算出 

  

                                   

図-4 勾配・集水面積の算定フロー 

評価対象範囲のメッシュ分割 

メッシュごとの地表面の標高および土層厚の設定 

メッシュごとの基岩面の標高の算出 

窪地処理による基岩面の標高の修正 

勾配・集水面積の算出 
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3.4 勾配・集水面積の算出 
3.3 で設定した基岩面の標高を用いて、メッシュごとに基岩面の勾配・集水面積を算

出する。 

 

【解説】 

集水面積(Ａ)の概念図を図-5 に示す。勾配・集水面積の算出にあたり、明らかな

窪地を除き、予め窪地を埋め戻す処理を行う。また、勾配・集水面積の算出に関し

ては、できるだけ実態にあった地形量が算出可能な方法(例えば、D-infinity 法(参

考資料 3))を用いて、実施することが望ましい。 

 

      
 図-5 集水面積(Ａ)の概念図 

 
図-6 集水面積(A)の算出事例 

集水面積（Ａ）の算定 

地点Ｘ

メッシュ幅(b) 
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3.5 土質強度の設定 
 室内試験または地形および土層厚より、土層の粘着力、内部摩擦角を設定する。 

 

【解説】 

土質強度は３軸圧縮試験などの室内実験結果より設定する他、以下の理由から地

形及び土層厚から逆推定する手法を用いることができる。 

小さい土壌サンプルを用いて求めた粘着力・内部摩擦角は、実斜面における根系

の影響や礫等の影響を考慮した見かけの粘着力・内部摩擦角と乖離している可能性

がある。また、土の粘着力は含水率の影響を受ける上、実際の斜面崩壊発生時にお

いて、土層が完全な排水状態になるかどうかなど排水条件についても不明な点があ

る。さらに、斜面崩壊は土層内の最も弱い部位において発生すると考えられる。 

 

 

 

参考 地形および土層厚より土質強度を求める方法 

逆推定方法としては、少なくとも、不飽和時には、安全率が 1以下になることは

ないと考え、ほぼ全ての点で地下水位が 0 cm の状態で安全率が 1を切らない範囲

の最小の粘着力、内部摩擦角の組合せを算出する方法などがある（参考資料 4参照）。 
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4.表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）の算出 

表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）を、勾配（I）、集水面積（A）、メッシュ幅(b)、
土層厚（h）、土層の粘着力（c）、土層の内部摩擦角（φ）、土層の飽和透水係数（Ks）、土

層の飽和時単位体積重量（γs）、土層の不飽和時単位体積重量（γt）、水の単位体積重量

（γw）から以下の式で算出する。 

{ }
{ })tancos)(sin(tancos

)tancos(sincoscostan

φγγφγ

φγ

III
b
A

IIIhcIIK
r

tsw

ts
c

−−+

−−
=      式-１ 

rcの算出は、メッシュごとに行う。 

 

【解説】 

本マニュアルでは 

①間隙水圧が定常状態 

②地下水の流れはダルシー則に従う 

③無限長斜面安定解析で安全率が 1.0 となった時点で表層崩壊が発生する。 

④地表流による侵食現象は生じない。 

と仮定し、式-１により、rcを求める。 

なお、式の導出の詳細については、参考資料 2に示した。 

 

 
 

図-7 表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）の計算例 
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5.パラメータの妥当性確認 

評価対象範囲内に過去の表層崩壊地が存在する場合、崩壊発生以前の土層厚を想定し、

設定したパラメータの妥当性を確認する。 

 

【解説】 

崩壊発生以前の土層厚を想定し、４．で示した手法により、表層崩壊発生危険定

常降雨強度（rc）を算出する。算出結果より設定した土層厚および土質強度等のパラ

メータの妥当性を確認する。過去の崩壊地の表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）が

他の斜面（崩壊地外）の rcに比べて概ね小さくなっている場合、パラメータの設定

は妥当と判断する。過去の崩壊地内の表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）が正しく

表現できない場合は、崩壊の恐れのある部位(3.2 参照)、土質強度(3.5 参照)等の設

定方法を見直すこととする。 

なお、崩壊発生以前の土層厚の設定は、崩壊地の状況を現地で確認し設定するこ

とを基本とする。 
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6.斜面スケールの表層崩壊の発生危険度評価 

4．で算出した表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）が小さい斜面ほど、表層崩壊の危

険度が高い斜面として評価する。 

 

【解説】 

表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）は、土壌中の水分状態が定常に達するまで、

一定降雨強度の雨が降った場合に崩れる最小降雨強度を表したものである。そのた

め、必ずしも、降雨強度が rcを超えた瞬間に表層崩壊が発生するということを意味

するものではない。rcの値は相対的な表層崩壊の発生危険度を表す指標である。 

 

 

 

図-8 表層崩壊発生危険度評価例 
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7.表層崩壊に起因する土石流の発生危険度の高い渓流の抽出 

6．で評価した表層崩壊発生危険度の高い斜面が多い渓流を表層崩壊に起因する土石流

の発生危険度の高い渓流として抽出する。 

 

【解説】 

渓流ごとの危険度を表す指標として、「崩壊危険面積（α）」および「崩壊危険面

積率（P）」を用い、崩壊危険面積、崩壊危険面積率の高い渓流を表層崩壊に起因す
る土石流の発生の危険の高い渓流として抽出する。崩壊危険面積（α）および崩壊

危険面積率（P）は以下の式で算出する。 
)(rNAm=α        式-2 

AP /α=       式-3 

ここで、Amはメッシュの面積、N(r)は rcが降雨強度 r以下のメッシュの数、Aは渓
流の面積である。 なお、降雨強度 rは、既往の災害発生時の降雨実績をもとに決定

する。ただし、算出結果が既往の災害実績と著しく異なる場合については、降雨強

度 rを算出された表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）の値を参照して見直すことと

する。 

            

表層崩壊に起因する土石流の
発生危険度の高い渓流

表層崩壊発生危険度の高い斜面が多い

 
図-9 表層崩壊に起因する土石流の発生危険度の高い渓流の概念図 
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参考資料 1   

 

渓流単位の表層崩壊に起因する土石流の発生危険度の概略評価手法 

(C-SLIDER 法) 

 

はじめに 

 

H-SLIDER 法は、地表面地形、土層厚、土質強度、飽和透水係数を実測し、

無限長斜面の安定解析及び定常状態を仮定した水文モデルを組み合わせた簡

易な評価モデルを用いて表層崩壊に起因する土石流の発生危険度を評価する

手法である。すなわち、H-SLIDER 法は、空間分解能の高い DEM、土層厚の分布

の計測等が必要となる。そのため、広域に適用するには不向きな面がある。 

そこで、H-SLIDER 法の考え方に従い、場の条件に関するパラメータの不確

実性を考慮することにより、比較的簡易に広域（地質および気候条件が概ね等

しいと考えられる範囲）に適用できる「C-SLIDER 法(Catchment scale shallow 

landslide-induced debris flow risk evaluation method)法」を紹介する。 

 

C-SLIDER 法は 

① H-SLIDER 法で斜面の危険度を評価した渓流の周辺渓流における土石流

の発生危険度の概略評価（図-1） 

② 対象地域が広域であるため全域で詳細な調査実施が困難である場合に

おける土石流の発生危険度の概略評価（図-2） 

を行う場合に用いることが考えられる。 

 

また、C-SLIDER 法は、土石流危険渓流単位の危険度を大まかに評価する手

法であり、土石流危険渓流内の斜面ごとの表層崩壊発生危険度の評価を目的と

したものではない。そのため、危険度の高い渓流の中の危険度の高い斜面の抽

出などより詳細に危険度を評価するためには、C-SLIDER 法の評価ののちに、

H-SLIDER 法による評価を実施する必要がある（図-2）。 
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図-1 H-SLIDER法で危険度評価した渓流の周辺渓流におけるC-SLIDER法による

危険度の概略評価の概念図 

 

 

 

 

 

 

H-SLIDER法

危険度 中

危険度 中

危険度 小

危険度 中

C-SLIDER法

周辺地域における危険度の概略評価

危険度 大

危険度 中

危険度 小
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図-2 C-SLIDER 法による概略の危険度評価および危険度の高い渓流における

H-SLIDER 法による詳細な危険度評価の概念図 

 

危険度 大危険度 中

危険度 中

危険度 小

C-SLIDER法

H-SLIDER法

危険度の高い渓流内の詳細評価

渓流単位の危険度の概略評価

土石流危険渓流A

土石流危険渓流B 土石流危険渓流C

土石流危険渓流D

危険度 大

危険度 中

危険度 小



参考資料 1 

 17

 

1.使用データの準備 

C-SLIDER 法では、以下のデータを使用する 

① 数値地形情報 （DEM） 

② 土層厚の分布 

③ 土層の粘着力、内部摩擦角 

④ 土層の飽和透水係数 

⑤ 飽和時および不飽和時の土層の単位体積重量 

 

【解説】 

DEM については、空間分解能が高いレーザープロファイラ等の DEM を用い

ることを基本とする。ただし、空間分解能が高い DEM が計測されていない場

合においては、50m メッシュの DEM を用いることとする。 

土層厚の分布の測定は、本マニュアルの 3.2 と同様な方法で実施する。土

層厚の測定は、概ね 100 点以上実施することとし，対象地域内の代表的な渓

流で実施する。 

土層の粘着力、内部摩擦角、飽和透水係数、飽和時および不飽和時の土層

の単位体積重量は、できるだけ多く計測し、分布状況を把握する。なお、土

層の粘着力、内部摩擦角の分布を明らかにすることが困難な場合は、貫入試

験結果をもとに設定することも可能である(参考資料 5参照)。 
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2.勾配・集水面積の算出 

 対象地域をメッシュ分割し、地表面の標高より、メッシュごとに勾配、集  

水面積を算出する。 

 

【解説】 

勾配及び集水面積の算出するメッシュの大きさは、10m 程度とする。勾配・

集水面積の算出の前に窪地処理を行う。また、勾配・集水面積の算出に関し

ては、できるだけ実態にあった地形量を算出可能な方法(例えば、参考資料

3で示した D-infinity 法)を用いて、実施することが望ましい。 
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3.安全率の算定 

安全率(Fs)を、勾配（I）、集水面積（A）、メッシュ幅(b)、土層厚（h）、土層
の粘着力（c）、土層の内部摩擦角（φ）、土層の飽和透水係数（Ks）、土層の単位

体積重量（γ）、水の単位体積重量（γw）から以下の式で算出する。 

IIh
IbK

ArIhc
Fs s

w

sincos

tan)
tan

cos( 2

・γ

φγγ −+
=    式-１ 

Fsの算出は、メッシュごとに行う。 
 

【解説】 

安全率の算出にあたっては、土層内の間隙水圧は定常状態に達した状態を

仮定し、参考資料 2に示す式-1～式-3 を変形し、式-1 で算出する。 

降雨強度 rは、既往の災害発生時の降雨実績をもとに決定する。ただし、

算出結果が既往の災害実績と著しく異なる場合については、降雨強度 rを既

往の崩壊実績を考慮し見直すこととする。 
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4.崩壊発生確率の算出 

3．の式１の入力条件に関する実測データが十分にないメッシュでは、周辺地

域の調査結果に基づく入力条件の確率分布を用いて、メッシュの表層崩壊発生

危険度を算出する。 

 

【解説】 

3．の式１の入力条件（土層厚、土質強度など）に関する実測データが十

分にないメッシュでは、周辺地域の調査結果に基づく入力条件の確率分布を

用いて、ある降雨条件下において、安全率が 1.0 以下となる確率を「崩壊発

生確率」として算出する。なお、安全率は 3.で示した式 1を用いる。（参考

資料 5参照） 
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5.渓流単位の評価 

渓流単位の表層崩壊に起因する土石流の発生危険度は、「崩壊危険面積」及び

「崩壊危険面積率」により評価する。 

 

【解説】 

渓流ごとの危険度を表す指標として、「崩壊危険面積（α）」および「崩壊

危険面積率（α/A）」を式 2、3 でそれぞれ算出する。 

∑
=

=
n

i
im pA

1

α        式-2 

ApAA
n

i
im //

1
∑
=

=α      式-3 

ここで、Amはメッシュの面積、pはメッシュ iの崩壊確率（計算実施回数
のうち安全率が 1.0 以下になる確率）、nは渓流内のメッシュ数、Aは渓流
の面積である。  
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参考資料 2  

 

表層崩壊発生危険定常降雨強度（rc）の算出に用いる式の導出 

 

  

斜面の安全率（Fs）は無限長斜面を仮定し、以下の式で算出する。 

IIh
tuIhctFs

sincos
tan))(cos()(

2

・γ
φγ −+

=   式-1 

ここで、c[kN/m2]は粘着力、γは土層の単位体積重量[kN/m3]、hは土層厚[m]、 
Iは斜面勾配[°]、uは間隙水圧[kN/m2]、φは土の内部摩擦角[°]とする。 

 

土層内の水流はダルシー則に従うとすると、土層内の水深が地表面に達しない範囲で

以下のように表すことができる。 

ItuKtQ
w

s tan)()(
γ

=        式-2 

ここで、Q(t)は単位幅あたりの時刻 tにある地点を流下する水量[m2/s]、Ksは飽和透水

係数[m/s]、γw は水の単位体積重量[kN/m３]、である（図－1）。 
また、水に関する質量保存則から、Q(t)は、 

dt
dvatrtQ += )()(        式-3 

ここで、r(t)は時刻 tの降雨強度[m/s]、aはある地点より上流側の単位等高線長さあた
りの集水面積（斜面上のある地点における等高線の長さ 1m あたりの集水面積（m2/m:以

下では単に「m」とする））、vはある地点より上流側の単位等高線長さあたりの集水面積
内の貯留水量[m3/m]となる。 
ここで、定常状態（dv/dt＝0）を仮定すると、式-2、式-3 より u(t)は、 

IK
atrtu

s

w

tan
)()( γ

=        式-4 

と表すことができ、これを式 1に代入すると、 

IIh
IK

atr
Ihc

tFs s

w

sincos

tan)
tan
)(

cos(
)(

2

・γ

φ
γ

γ −+
=      式-5 

となる。ここで、安全率が１となったとき（Fs(t)＝1）に斜面崩壊が発生しはじめると
仮定する。 

また、飽和状態、不飽和状態の土層の単位体積重量は一様と仮定し、γは 

h
hhh tsss γγ

γ
)( −+

=        式-6 
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ここで、γs、γtはそれぞれ、飽和状態、不飽和状態の土層の単位体積重量[kN/m3]とす
る。また、土層内の水深 hs[m]と間隙水圧 uの関係は図－1より、式-7 の通りとなる。 

I
uh

w
s 2cosγ
=      ( )hhs ≤        式-7 

式-5～式-7 より、斜面崩壊（Fs＝1）に必要な定常降雨強度（rc）について、式-8 が得

られる。 

{ }
{ })tancos)(sin(tancos

)tancos(sincoscostan
φγγφγ
φγ

IIIa
IIIhcIIK

r
tsw

ts
c −−+

−−
=   式-8 

 

式-8 から、rc[m/s]は、任意の地点で、土層の単位体積重量、土層厚、斜面勾配、土の
粘着力、土の内部摩擦角、飽和透水係数、集水面積から求まることが分かる。 

 

 

l

h

hs

Is

γt

γs

基岩（Nd20）

u

不飽和土層

飽和土層

単位斜面

表土層

l

h

hs

Is

γt

γs

基岩（Nd20）

u

不飽和土層

飽和土層

単位斜面

表土層

崩壊する部位

崩壊しない部位

 
 

図-1 断面の模式図



参考資料 3 

 24

 

参考資料 3   

 

D-Infinity Flow Direction 法による集水面積の算定 
 

 

D-Infinity Flow Direction 法(以下 D-Infinity 法)※ 7とは、最急勾配の方位を 8方位

ではなく、0～360°の全方位で求める方法である（図-1）。集水域は 1メッシュ周りの流

れ方向（2方位と重み）からそのメッシュより上流のメッシュを判定して求める。 

 

                      出典：David G. Tarboton 2007  

図-1 集水地形計算方法 最急勾配の方位の概念図 

 

図-2 に示す１～８の Facet における斜面（流下方向）は以下のベクトル（ｓ１、ｓ2）

で表せる。 

1101 /)( dees −=        式-1 

2202 /)( dees −=        式-2 

ここで、ei とｄｊは図 2の位置にある標高とその距離である。 

斜面ベクトルの大きさ Sと流下方向 rは以下のとおり表すことができる。 

)s/s(tanr 12
1−=       式-3 

2
2

2
1 ssS +=         式-4 

なお、斜面勾配θ=tan-1S である。 
8 つの Facet で勾配と流れの方向が求められ、そのうち最も大きい Sがこの地点(i,j)
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の斜面ベクトル、ｒが方位となる。 

なお、ｒを全方位(°)で表すと以下となる。 

rg=afr’+acπ/2    式-5 
 

 

   

   

   

 

Facet 1 2 3 4 5 6 7 8 

E0 ei,j ei,j ei,j ei,j ei,j ei,j ei,j ei,j 

E1 ei,j+1 ei-1,j ei-1,j ei,j-1 ei,j-1 ei+1,j ei+1,j ei,j+1 

E2 ei-1,j+1 ei-1,j+1 ei-1,j-1 ei-1,j-1 ei+1,j-1 ei+1,j-1 ei+1,j+1 ei+1,j+1 

Ac 0 1 1 2 2 3 3 4 

Af 1 -1 1 -2 1 -1 1 -1 

図-2 Facet における標高 e0、e1、e2 

 

計算例は図-3 に示すとおりである。 

中心位置(e0)での標高を 96m とし、8ファセットについて、各々勾配（S）と流方向（ｒ）

を求めた。 

Facet １、6、7、8 では隣接する e1 の標高が中心位置(e0)の標高より低いため流下が

可能となる。そこで、(1)～（４）式より、勾配（ｓ）と流下方位（ｒ）を求めた。 

Facet 2、３、４、５では、e1 の値が中心標高より高いため流下は不可能である。 

流下が可能な Facet1、6、7、8 の勾配ｓはそれぞれ、0.20、0.40、0.41、0.35 で、Facet7

が最大である。したがって、中心位置の流下方向は 284°、勾配 S=0.41 となる。 

 

d2 

e0 e1 

e2 

ｄ１ 

j-1       j       ｊ＋１ 

i-1 

i 

i＋１ 
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図-4 に D-Infinity 方による流れ方向を示す。また、図-5 に流れ方向を d8 基

準で成分を分けたもの（重みを含む）を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-4 D-Infinity 法による流れ方向 図-5 流方向の 2成分（d8 基準の方向と重み） 

 

 

e1 の方向と重み e2 の方向と重み 
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参考資料 4   

 

H-SLIDER 法の適用事例 

 

 

1.検討対象流域 

本検討は、広島市街地から西方約 11km に位置する荒谷川流域の支渓で行っ

た（図-1）。流域面積は 1.4ha、流域の斜面勾配は 12～54°で平均 36°である

（写真-1）。1999 年 6 月には、総雨量 417mm、最大時間雨量 63mm の豪雨により、

荒谷川で土石流が発生し、多くの被害が発生している。本検討の対象流域内に

おいて斜面崩壊が 4つ発生した（図-2①～④）。
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図-1 荒谷流域の位置 
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写真-1  荒谷流域 
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2.パラメータの設定 

土層厚の設定は検討対象流域で簡易貫入試験を概ね 10～15m 間隔で、計 173

点行った。崩壊地内及びその周辺の貫入試験結果から、 Nd=20 程度が崩壊面

と考えられたため、検討に用いる土層厚は各試験地点の Nd=20 の深度とした。

なお、崩壊地内の土層厚は簡易測量を行い、崩壊前の土層厚を推定した。 

飽和状態、不飽和状態の土層の単位体積重量は、流域内で 5試料を採取し、

室内土質試験を行い、パラメータの設定を行った。 

豪雨時の斜面の等価飽和透水係数は、パイプ流など選択的な流れの影響を受

け、小さい土壌サンプル（例えば、100cc）で求めた透水係数より大きい可能

性が高い 6)。そこで、本研究では、豪雨時の現象の再現のため、検討対象流域

内で継続して行っている水文観測から得られた間隙水圧と流量をもとにダル

シー則にしたがうと仮定した手法 6)に従い、斜面の等価飽和透水係数を算出し、

用いた。また、斜面の見かけの粘着力・内部摩擦角は根系の影響や礫等の影響

を受け、小さい土壌サンプルで用いた値と乖離している可能性がある。また、

実際の斜面崩壊発生時において、土壌が完全な排水状態になるかどうか不明で

ある。さらに、土のせん断強度は含水率の影響を受け、斜面崩壊は土層内の最

も弱い部位において発生すると考えられる。そこで、本研究では、地形及び土

層厚から粘着力を逆推定した。ここでは、少なくとも、不飽和時には、安全率

が 1以下になることはないと考え、流域内で例外的に斜面勾配が急（54°）

でかつ土層厚が大きい（390 cm）１点を除いた地点で、土層が不飽和状態で

安全率が 1を切らない範囲の最小の粘着力（7.5kN/m2）を算出し、計算に用い

た。 

集水面積ならびに斜面勾配については、貫入試験実施箇所ごとに、地形測量

結果ならびに簡易貫入試験結果をもとに算出した基岩面の 5m メッシュの地形

データを用いて算出した。集水面積、斜面勾配の算出は、D-Infinity Flow 

Direction 法 7)を用いた。なお、D-Infinity Flow Direction 法は全方向を

0.01°刻みで算出し、最急勾配の方向を求めることで、上流側のメッシュから

下流側 2メッシュに対して流下する流量の重み付けを行い、流下させる手法で

ある。 

 

3.検討結果 

前節で示した方法で設定したパラメータを用いて rcを算出した結果を図-2 

に示した。rcの値が小さい箇所と実際に崩壊した箇所は、崩壊地②を除き、概

ね一致する結果となった（図-2）。 
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図-3 には rcごとの崩壊確率（ある rcの全地点数に対する崩壊地内の地点数

の割合）を示した。崩壊確率は rcが 20mm/h 以下の地点では６割弱、20～30mm/h

の地点では 3割強であるのに対し、rcが 30～100mm/h では、崩壊地内に属する

地点は 1つのみで崩壊確率は約 3％、100mm/h 以上で 1％以下であった。すな

わち、rcが小さいほど、斜面崩壊する可能性が高く、rcが斜面崩壊発生の相対

的な危険度を良く表しているといえる。 

また、1999 年の豪雨時の最大 1、3、6 時間平均の降雨強度は、それぞれ、

63、44、28mm/h であり、崩壊地内の rcが 10～40mm/h であった結果と概ね整合

している。以上より、表層土層厚の空間分布情報、レーザープロファイラに基

づき計測した地形データ、水文観測結果により設定したパラメータを簡易な物

理モデルに入力することにより、表層崩壊箇所を比較的精度良く予測できるこ

とが分かった。 
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図-2 崩壊危険降雨強度の算出結果 
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図-3 崩壊危険降雨強度と崩壊確率の関係 
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C-SLIDER 法の適用事例 

 

1.検討対象地域 

検討対象は、愛媛県新居浜市多喜浜地区の面積 3.22 km2の地域である（図

-1）。同地区は新居浜市の背後に広がる標高 300m 未満の丘陵性の山地であり、

和泉層群の砂岩、泥岩からなる。同地域は 2004 年の台風 15 号と 21 号により、

表層崩壊や土石流が多発した。検討対象地域内では 108 個の表層崩壊が発生し

た。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 検討対象地域愛媛県県新居浜地区） 写真-1 新居浜地区で発生した表層崩壊の様子 

2.パラメータの設定 

土層厚は図-1 中の流域 13 の崩壊地周辺で 25 点土研式簡易貫入試験を実施

し、平均値、標準偏差を求めた。また、粘着力、土の内部摩擦角については、

貫入抵抗値と粒度分布より、粘着力および土の内部摩擦角が推定できる若月ら

（2007）9)が提案した式により、貫入試験結果と粒度分布の測定結果より平均

値及び標準偏差を算出した。さらに、飽和透水係数については、ここでは、六

甲山地において大型サンプルを用い、測定した Hedorayanto（1999）10)のデー

タを参考に平均値及び標準偏差を設定した。なお、算出の結果、いずれのパラ

メータとも正規分布よりも、対数正規分布に近い分布形を示したため、正規乱

数の発生にあたっては、対数値を用いた。 

地形量の算出にはレーザープロファイラによる地形データを用いて、10m メ

ッシュで勾配、集水面積を算出した。算出には、D-Infinity Flow Direction

法を用いた。 
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3.検討結果 

対象地域を図 1に示すように 0.04～0.46km2の 19 の渓流に分割した。その

上で、渓流ごとの危険度を表す指標として、「崩壊危険面積（α）」および「崩

壊危険面積率（α/A）」を式-1、式-2 でそれぞれ算出した。 

∑
=

=
n

i
iap

1

α        式-1 

AapA
n

i
i //

1
∑
=

=α       式-2 

ここで、aは各メッシュの面積（＝100ｍ2）、pはメッシュ iの崩壊確率（10000

回の計算で安全率 1以下になる確率）、nは渓流内のメッシュ数、Aは各渓流の

面積である。    

降雨強度を 50mm/h にした場合の渓流ごとの崩壊危険面積の算出結果と実際

に 2004 年の台風で発生した崩壊地数の関係を図-2 に示した。図-2 に示したよ

うに、渓流単位で見た場合、算出された崩壊危険面積と実際の崩壊地数とは正

の相関が極め高く（r2=0.77）、崩壊危険面積は渓流単位の表層崩壊発生危険度

をよく表しているといえる。 

また、図-3 には、崩壊危険面積率と 1km2あたりの 2004 年に発生した崩壊地

数（以下、崩壊地密度）の関係を示した。崩壊危険面積率が大きいにもかかわ

らず、崩壊地密度が小さい渓流はあるものの、崩壊地密度が高かった渓流は、

崩壊危険面積率も大きく、斜面崩壊が多発する渓流は概ね抽出できていた。 

以上のように、簡易な物理モデルと実測に基づき推定した土層厚・土質強度

の確率分布を用い、渓流単位で表層崩壊の発生危険度の評価を試みたところ、

概ね良い再現性が見られた。 
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図-2 渓流単位の崩壊危険面積と崩壊地数の関係  図-3 渓流単位の崩壊危険面積率と崩壊地密度
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